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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第37期

第２四半期連結
累計期間

第37期
第２四半期連結
会計期間

第36期

会計期間
自 平成20年10月１日
至 平成21年３月31日

自 平成21年１月１日
至 平成21年３月31日

自 平成19年10月１日
至 平成20年９月30日

売上高（千円） 10,624,703 5,230,405 22,889,824

経常損失（千円） △354,701 △170,129 △321,991

四半期（当期）純損失（千円） △452,529 △181,128 △2,682,264

純資産額（千円） － 5,557,769 6,319,494

総資産額（千円） － 16,962,672 18,568,111

１株当たり純資産額（円） － 802.52 908.59

１株当たり四半期（当期）純損失金額（円） △66.11 △26.46 △391.79

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利

益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） － 32.4 33.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
180,041 － △1,178,854

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△127,401 － 457,929

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△478,888 － △216,182

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高

（千円）
－ 746,583 1,189,752

従業員数（人） － 292 301

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２【事業の内容】

 

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループにおいて営まれている事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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３【関係会社の状況】

 

　当第２四半期連結会計期間における関係会社の異動は、次のとおりであります。

　（１）新規（連結子会社）

名称 住所 
資本金

（百万円） 
主要な事業内容

議決権の所有または

被所有割合（％） 
関係内容 

ビジネス・エグゼク

ティブ・キャリア・カ

ンファレンス株式会社

神奈川県横浜市神

奈川区 
10 人材紹介事業 

67.6

（67.6） 
－ 

　（注）１．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。

２．上記以外に、期中において新たに株式会社インストアメディア社（本店所在地：神奈川県横浜市、重要

な子会社に該当しております株式会社インストアメディア社とは同名の別会社）の設立により増加し

ておりますが、事業に及ぼす影響度が僅少であり、かつ全体としても重要性がないため、連結子会社から

除外しております。なお、重要な子会社に該当しております株式会社インストアメディア社は、本店所在

地を神奈川県横浜市から東京都港区に移転しております。

 

　（２）新規（持分法適用関連会社）

名称 住所 
資本金

（フィリピンペソ） 
主要な事業内容

議決権の所有または被

所有割合（％） 
関係内容 

PHILIPPINE-JAPAN

COFFEE HOLDING CO．

フィリピン共和国　

マニラ

 

15,000,000飲食店の運営 
40.0 

（40.0） 
－ 

　（注）１．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。

２．重要性が増したことにより、新たに持分法適用関連会社に該当しております。

 

　（３）除外（持分法適用関連会社）

大連欧米奇??有限公司は、当社が所有する株式の一部を売却したことにより、持分法適用関連会社より除外

しております。

 

４【従業員の状況】

 

(1）連結会社の状況

 平成21年３月31日現在

従業員数（人） 292[422]

　（注）１．従業員数は、就業人員であります。

２．従業員数欄の［外数］は、臨時雇用者（顧問、派遣社員及びパートタイマー）の当第２四半期連結会計期間

の平均人員であります。

 

(2）提出会社の状況

 平成21年３月31日現在

従業員数（人） 190[77]

　（注）１．従業員数は、就業人員であります。

２．従業員数欄の［外数］は、臨時雇用者（顧問、派遣社員及びパートタイマー）の当第２四半期会計期間の平

均人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

 

(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

前年同期比（％）

コーヒー関連事業（トン） 6,158 －

合計（トン） 6,158 －

(2）商品仕入実績

　当第２四半期連結会計期間における商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

前年同期比（％）

コーヒー関連事業（千円） 812,734 －

飲食関連事業（千円） 165,956 －

コーヒー関連以外の仕入商材販売事業（千円） 489,640 －

その他の事業（千円） 40,762 －　

合計（千円） 1,509,094 －

　（注）１．金額は仕入価額によります。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．セグメント間取引については、相殺消去しております。

(3）主要原材料の入手量、使用量及び在庫量

原材料名

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

入手量
（トン）

前年同期比
（％）

使用量
（トン）

前年同期比
（％）

在庫量
（トン）

前年同期比
（％）

コーヒー生豆 6,052 － 6,172 － 646 －

(4）受注状況

　当第２四半期連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

コーヒー関連事業 3,365,128 － 244,629 －

合計 3,365,128 － 244,629 －

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(5）販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

前年同期比（％）

コーヒー関連事業（千円） 4,166,449 －

飲食関連事業（千円） 528,151 －

コーヒー関連以外の仕入商材販売事業（千円） 495,112 －

その他の事業（千円） 40,692 －　

合計（千円） 5,230,405 －

　（注）１．当第２四半期連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のと

おりであります。

相手先

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

金額（千円） 割合（％）

サンカフェ株式会社 2,260,284 43.2

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．セグメント間取引については、相殺消去しております。
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２【経営上の重要な契約等】

 

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等は行われておりません。

 

３【財政状態及び経営成績の分析】

 

(1）経営成績の分析

　当第2四半期連結会計期間（平成21年1月1日から平成21年3月31日までの3ヶ月間）における当社グループを取り巻

く環境は、米国サブプライム・ローン問題に端を発した世界的な金融市場の混乱、素材や資源価格の暴騰後の大暴落、

さらに株式市場の低迷と為替市場の急激な円高ドル安進行の後の急激な円安ドル高進行など、非常に深刻な状況にあ

ります。世界的規模で景気停滞感が広がる中で企業収益の悪化による設備投資の減少、人員削減の問題など、景気の減

速感がさらに一層強まっており、個人消費におきましては生活防衛のために買い控えや節約意識を高めるなど、お客

様の購買意欲が大きく低下するなど、景気のさらなる下振れリスクが高まっております。

　このような経営環境におきまして、平成20年9月26日付で中期経営計画（「革進と挑戦　40ｔｈ」）を策定し、特に

「コーヒー関連事業」におきましてはローコストオペレーションの推進により製造コストの低減を実現し、高品質・

高付加価値のレギュラーコーヒー製品の開発と販売に注力し、併せて「飲食関連事業」、「コーヒー関連以外の仕入

商材販売事業」、「その他の事業」の推進に注力いたしました。

　「コーヒー関連事業」につきましては、第1四半期より中国上海において焙煎事業を開始し、国内においては、主力の

工業用コーヒーの他、業務用コーヒー、家庭用コーヒーの分野におきまして「提案型営業」の推進により、新規取引先

の開拓と既存取引先の深耕化を推進いたしましたが、景気悪化の影響を受けて、主力の缶コーヒー・ペットボトル

コーヒー・チルドカップコーヒー向けの工業用コーヒーと外食チェーン店・オフィスコーヒー向けの業務用コー

ヒーの売上高が減少し、さらに第1四半期よりスタートした中国上海における焙煎事業の開業に伴う諸経費の発生等

もあり、当第2四半期連結会計期間の「コーヒー関連事業」の売上高は41億66百万円、その営業利益は25百万円となり

ました。

　「飲食関連事業」につきましては、当社グループは連結子会社の株式会社インストアメディア社を通しての事業で

あり、「トラベルカフェ」と「アーキテクトカフェ」の2業態の店舗を運営しております。各店舗の収益改善に努力し

た結果、当第2四半期連結会計期間の「飲食関連事業」の売上高は5億28百万円、その営業利益は11百万円となりまし

た。

　「コーヒー関連以外の仕入商材販売事業」につきましては、茨城県と埼玉県を拠点とする食品スーパーマーケット

へ食品などの仕入商材を販売する事業を行っており、当第2四半期連結会計期間の「コーヒー関連以外の仕入商材販

売事業」の売上高は4億95百万円、その営業利益は4百万円となりました。

　「その他の事業」につきましては、当社グループは連結子会社の上海緑一企業有限公司を通しての事業でありパル

プモールド製品の製造・販売を行っており、当第2四半期連結会計期間の「その他の事業」の売上高は40百万円、その

営業利益は14百万円となりました。

　以上の結果、当第2四半期連結会計期間の売上高は52億30百万円、営業利益は56百万円、経常利益は△1億70百万円、四

半期純利益は△1億81百万円となりました。

 

(2）財政状態の分析

①　総資産

　当第2四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末比16億5百万円減少し、169億62百万円となりました。増減

の内訳は流動資産が21億29百万円減少いたしましたが、その主な要因は現金及び預金が4億43百万円、受取手形及び売

掛金が16億3百万円減少したことによります。また、固定資産が5億23百万円増加いたしましたが、その主な要因は有形

固定資産が3億25百万円減少いたしましたが、投資その他の資産が8億67百万円増加したことによります。

②　負債

当第2四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末比8億43百万円減少し、114億4百万円となりました。増減の

内訳は流動負債が1億23百万円減少いたしましたが、その主な要因は店舗閉鎖損失引当金が2億54百万円減少したこと

によります。また、固定負債が7億20百万円減少いたしましたが、その主な要因は長期借入金が6億81百万円減少したこ

とによります。

③　純資産

当第2四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末比7億61百万円減少し、55億57百万円となりました。この

結果、当第2四半期会計期間末の自己資本比率は32.4％となり、前連結会計年度末比1.1ポイント減少しております。
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(3）キャッシュ・フローの状況

当第2四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第1四半期連結会計期間

末に比べ12億19百万円減少し、当第2四半期連結会計期間末には7億46百万円となりました。

当連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、7億98百万円となりました。これは主に、売上債権の減少 4億80百万円及び仕入債

務の減少 13億47百万円によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は1億32百万円となりました。これは主に、有価証券の取得に95百万円及び有形固定

資産の取得に35百万円使用したことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は3億43百万円となりました。これは主に、短期借入金が5億16百万円増加しました

が、長期借入金の返済に8億59百万円使用したことによるものであります。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第2四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。　

　　なお、当社は、平成19年６月28日開催の取締役会において、「当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り

方に関する基本方針」（以下、「基本方針」といいます。）を定め、平成19年12月21日開催の第35期定時株主総会に

おいて、「当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）」の導入をご承認いただき、平成20年12月19

日開催の第36期定時株主総会において、その内容の一部を変更した「当社株式の大規模買付行為に関する対応策

（買収防衛策）」（以下、変更後の対応策を「本施策」といいます。）の継続についてご承認をいただいておりま

す。

①　基本方針の内容

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、当社の企業価値及び株主共同の利

益を確保・向上させる者であることが大原則と考えております。

　そして、下記②に述べるような取組みを通して、「コーヒーをコアに人と環境にやさしい企業を目指す」という

当社の経営基本理念と中長期的な経営戦略の具現化により、株主の皆様はもとより、顧客、取引先、従業員、地域社

会その他のステークホルダーの信頼に応えていきたいと考えております。

　従いまして、株主を含むステークホルダーとの間で成立している当社の企業価値若しくは株主共同の利益を著

しく毀損すると認められるような者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当でなく、その

ような者が当社株式の大規模買付や買付提案を行う場合には、当社の企業価値及び株主共同の利益を守る必要が

あると考えております。

　そして、

イ．買収の目的やその後の経営方針等に、当社の企業価値若しくは株主共同の利益に対して明白な侵害をもたら

すおそれのある者

ロ．当社株主に株式売却を事実上強制するおそれのある者

ハ．当社に、当該買付に対する代替案を提示するために合理的に必要な期間を十分に与えることのない者

ニ．当社株主に対して、買付内容を判断するために合理的に必要とされる情報を十分に提供することのない者

ホ．買付の条件等（対価の価額・種類、買付の時期、買付方法の適法性、買付の実行の蓋然性等）が当社の本源的

価値に鑑み不十分又は不適当である者

ヘ．当社企業価値の維持・増大に必要不可欠なステークホルダーとの関係を破壊する意図のある者

等が、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当でないと考えております。

②　当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み

　当社は、「コーヒーをコアに人と環境にやさしい企業を目指す」という経営基本理念のもと、創業以来、最新の

焙煎技術を取り入れた設備を導入し、常に最高の品質を求めて、レギュラーコーヒーの焙煎加工・販売を行って

まいりました。

　缶コーヒー向けの工業用コーヒーの焙煎加工・販売を主に、業務用コーヒー、家庭用コーヒーの拡販は言うに及

ばず、人の健康に役立つ様々な機能や成分を有するコーヒー商材や食材の開発等をさらに深め、コーヒーをコア

とした「コーヒー総合企業」を目指しております。

　特に「コーヒー関連事業」においては、中期経営計画（「革進と挑戦40th」）を策定し、収益力回復とローコス

トオペレーション企業への転換に向けた経営改革の実施、及び、「“オンリーワン”コーヒーのユニカフェ」と

してのコーポレートブランド確立に向けた徹底的な差別化戦略の推進を行っているところであります。

　また、連結子会社である株式会社インストアメディア社を中心にコーヒーショップ事業を「飲食関連事業」と

して、展開しております。

　さらに、平成20年6月から営業を開始した右???（上海）有限公司における焙煎事業と平成19年11月1日付で

M&Aにて取得した上海緑一企業有限公司におけるパルプモールド事業などの業容拡大に努め、当社グループの拡

大・発展に努めております。
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③　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み

イ．本施策導入の目的

　当社は、大規模買付行為に応じて当社株券等の売却を行うか否かは、最終的には株主の皆様の判断に委ねられ

るべきものであるとし、株主の皆様に大規模買付者からの情報及び当社取締役会からの意見・代替案等の提示

を受ける機会を保証することが、株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを適切に判断するために必要で

あると考えております。

　また、当社株主の状況（平成21年３月31日現在）は、２名を除き10％以上保有する株主は存在せず、金融機関、

事業法人及び個人等に幅広く分散しております。そのような中、当社の企業価値若しくは株主共同の利益を著

しく毀損するものと認められる大規模買付行為が行われた場合、事前の対応策がない限り、適正な対抗措置を

講じることは困難であると考えております。

　もとより、前述のとおり、当社は、大規模買付行為であっても当社の企業価値・株主共同の利益に資するもの

であるならば、株主の皆様の判断に委ねられるべきものであり、その上で当社の企業理念及び経営戦略をご理

解いただいた上で適切にご判断いただくべきものと考えております。

　そこで、当社取締役会は、大規模買付行為が上記の考えを具体化した客観的かつ合理的な一定のルールに従っ

て行われることにより、当社株式に対する買付が行われた際に買付を受け入れるか否かを株主の皆様が判断で

き、あるいは当社取締役会が代替案を提案するために必要となる情報や時間を確保できるものと考え、もって

当社の企業価値、ひいては株主共同の利益の確保、向上に資すると判断し、大規模買付者が従うべき一定のルー

ル（以下、「大規模買付ルール」といいます。）を設定することとしました。

　ならびに、上記の基本方針に照らして、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当でない者と

判断された者が、大規模買付ルールを遵守しないままに大規模買付行為がなされた場合には、当社がとり得る

対抗措置を含めた本施策を導入し、その要件及び内容を平成19年６月28日開催の取締役会にて予め設定するに

至ったものであります。

　なお、本施策は、株主の皆様から幅広くご理解を賜るため、平成20年12月19日開催の第36期定時株主総会にお

いて、施策の一部を変更した上で継続することを決議事項として提出し、株主の皆様から承認を得ております。

ロ．本施策の内容

（A）本施策の概要

　本施策は、大規模買付者が従うべき大規模買付ルールと、大規模買付行為に対して当社がとり得る大規模

買付対抗措置から構成されています。

　本施策においては、まず、大規模買付ルールとして大規模買付者に対し、株主及び当社取締役会による判断

のための情報提供、当社取締役会による検討・評価の期間の付与を要請しております。

　次に、当社取締役会が、大規模買付対抗措置として、会社法その他法令及び当社定款によって認められる相

当な対抗措置の発動を決議しうることを前提として、その発動の要件を大規模買付者が大規模買付ルール

を遵守しない場合又は大規模買付行為によって当社グループの企業価値又は株主共同の利益が著しく毀損

される場合に限定することとしました。

（B）大規模買付ルール

　当社取締役会が設定する大規模買付ルールとは、大規模買付者が大規模買付を行おうとする場合に、

・事前に大規模買付者が当社取締役会に対して必要かつ十分な情報を提供し、

・当社取締役会による一定の評価期間を経過した後に大規模買付行為を開始する

という手順に従っていただくことを大規模買付者に要請するものです。

(1) 大規模買付者による意向表明書の提出

　大規模買付者は、大規模買付行為を行おうとする前に、当社代表取締役に対して、

・意向表明書

を提出しなければならないものとします。

意向表明書の記載内容は、以下のとおりです。

・大規模買付者の名称

・大規模買付者の住所又は本店所在地

・大規模買付者の国内連絡先

・大規模買付者が外国法人の場合は、設立準拠法

・大規模買付行為の概要

・大規模買付ルールを遵守する旨の誓約

当社は、意向表明書を受領した場合は、適時適切な方法により、その旨を公表します。

(2) 大規模買付者による情報の提供

　当社は、上記(1)により大規模買付者から意向表明書を受領した日より10営業日以内に、大規模買付者に

対して、当社株主の判断及び当社取締役会の意見形成のために必要かつ十分な情報（以下、「本必要情

報」といいます。）にかかる質問書を送付します。大規模買付者は、当該質問書を受領した日から起算し

て10営業日以内に当社取締役会宛にその回答書を提出するものとします。
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　なお、大規模買付者から提供された本必要情報を精査した結果、当社株主の判断又は当社取締役会の意

見形成のためには不十分であると認められる場合には、当社取締役会が大規模買付者に対して、追加的に

情報提供を求めることができるものとします。

　また、当社取締役会は、株主の判断に必要且つ適切と認められる範囲において、大規模買付者が提出した

本必要情報の全部又は一部を開示することができるものとします。

(3) 当社取締役会における検討及び評価

　当社は、大規模買付者からの本必要情報の提供が完了した場合は、大規模買付者に対してその旨を証す

る書面を交付するものとします。当社取締役会は、同書面を交付した日から起算して定める一定の期間

（以下、「取締役会評価期間」といいます。）において、独立委員会の意見、勧告を受け、外部専門家の助

言を受けた上で、大規模買付行為に対する評価・検討等を行い、当該大規模買付行為又は当該大規模買付

者の提案に係る当社取締役会の意見を形成するとともに、大規模買付者との交渉及び協議、株主に対する

代替提案の作成及び提示等を行うものとします。

　また、当社取締役会は、取締役会評価期間内において対抗措置を講じるか否かに関する決定を行うに至

らない場合は、独立委員会の了解を得た上で、大規模買付者の買付内容の検討、大規模買付者との交渉、代

替案の作成等に必要とされる範囲内で取締役会評価期間の延長を決定することができます。この場合、当

社取締役会は、取締役会評価期間を延長するに至った理由、延長期間その他適切と認める事項について、

当該延長の決定後速やかに公表します。

（C）独立委員会

　大規模買付行為が大規模買付ルールに従って一連の手続が進行されたか否か、当社の企業価値若しくは株

主共同の利益を著しく毀損するものであることを理由として対抗措置を講じるか否かについては、当社取

締役会が最終的な判断を行いますが、取締役会によって恣意的な判断がなされることを防止するための機

関として、独立委員会を設置します。

　独立委員会の委員は３名以上とし、会社の経営事項を理解できる社外者が株主には入手困難な企業秘密等

の情報を入手した上で、公正且つ中立な判断を可能とするため、当社の業務執行を行う経営陣から独立して

いる当社社外監査役又は社外有識者の中から選任します。

　当社取締役会は、本必要情報及び本必要情報の取締役会による評価及び分析結果を独立委員会に提供しま

す。

　独立委員会は、取締役会の諮問に基づき、取締役会による評価・分析結果及び外部専門家の意見を参考に

し、また、判断に必要と認める情報等を自ら入手、検討して、大規模買付者が提供する情報が当社取締役会及

び当社株主が大規模買付行為に応じるか否かを判断するために十分か等について取締役会に意見、勧告し

ます。

　当社取締役会は、独立委員会の意見、勧告を最大限尊重した上で、取締役会評価期間内に、当社取締役会と

しての意見を取りまとめて公表します。

　また、必要に応じて大規模買付者との間で大規模買付行為に関する交渉及び協議を行い、当社取締役会と

して、株主に対し、当社グループの経営方針等についての代替提案を提示することとします。

（D）大規模買付対抗措置

　大規模買付者が大規模買付ルールに定める手続に従うことなく大規模買付行為を行った場合等、下記に述

べる一定の大規模買付対抗措置の発動要件を満たす場合には、当社取締役会は、新株予約権の発行等、会社

法その他の法令及び当社定款によって認められる相当な大規模買付対抗措置を決議できるものとします。

(1) 大規模買付対抗措置の発動要件

　当社取締役会が、具体的な大規模買付対抗措置の発動を決議することができるのは、次の各号に定める

要件を具備する場合に限るものとします。

a.大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合

　以下に掲げる場合は、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守していないものとして当社取締役会が

判断し、大規模買付対抗措置の発動を決議することができるものとします。

・大規模買付者が意向表明書を当社取締役会に提出せず、又はその他大規模買付ルールに定める十分

な情報提供を行うことなく大規模買付行為を行った場合

・大規模買付者が取締役会の評価期間が経過する前に大規模買付行為を行った場合

b.大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合

　大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合は、当社取締役会が仮に大規模買付行為に反対の意

見を有するに至ったときでも、当該大規模買付行為について反対意見を表明し、又は当社グループの経

営方針等について当社取締役会としての代替案を提示するに留め、原則として大規模買付対抗措置を

講じないものとします。大規模買付者の買付提案に応じるか否かは、株主の皆様において、当該買付提

案又は当社が提示する当該買付提案に対する意見若しくは代替案等をご考慮の上、ご判断いただくも

のであるとします。

　ただし、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合であっても、客観的根拠及び合理的な判断

に照らし、当該大規模買付行為が当社の企業価値若しくは株主共同の利益を著しく毀損すると判断さ
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れた場合には、例外的に、会社法その他法令及び当社定款上認められるあらゆる対抗措置のうち、当社

取締役会がもっとも適切と判断する対抗措置を講じることがあります。

　具体的には、次の各号のいずれかの類型に該当する場合には、当社グループの企業価値若しくは株主

共同の利益を著しく毀損する大規模買付行為に該当するものと考えます。

・「株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすような買収」と判断されるもの

・「強圧的二段階買収」と判断されるもの

・「十分な情報がないなど当該買収提案を判断することが困難」と判断されるもの

・「企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上の原則」に反すると判断されるもの

・「反社会的勢力」との関係があると判断されるもの

(2) 対抗措置を講じる場合の手続

　当社取締役会が、上記大規模買付対抗措置の発動要件を満たしていると判断し、具体的な大規模買付対

抗措置の発動を決議するにあたっては、独立委員会に対して対抗措置を講じることの是非について諮問

し、独立委員会はその是非について意見、勧告を行います。

　これを受け、当社取締役会は、独立委員会の意見、勧告を最大限尊重し、また、外部専門家の助言を受けた

上で、対抗措置を講じるか否かにつき、取締役会評価期間内に速やかに決定します。

　具体的対抗措置として、新株予約権の無償割当を行う場合は、当社取締役会は、議決権割合が一定割合以

上の特定株主グループに属するものではないことを新株予約権の行使条件としたり、当該行使条件のた

め新株予約権の行使が認められない者以外の者が有する新株予約権を当社が取得し、新株予約権１個に

つき当社取締役会が別途定める数の普通株式を交付することができる旨の条項を定めるなど、対抗措置

としての効果を勘案した条件等を設けることができるものとします。

(3) 大規模買付対抗措置の停止

　当社が具体的対抗措置を講じることを決定した後、当該大規模買付者が大規模買付行為の撤回又は変更

を行った場合など、対抗措置を講じることが適切でないと当社取締役会が判断した場合には、独立委員会

の意見、勧告を受けた上で、対抗措置を停止することができます。

(4) 本施策の有効期間ならびに継続、廃止及び変更

　本施策の有効期間は、平成20年12月19日から平成21年９月末日までの事業年度に係る定時株主総会（平

成21年12月開催予定）の終結日までとします。

　なお、本施策の有効期間満了前であっても、企業価値、ひいては株主共同の利益の確保、向上の観点から、

関係法令等の改正・整備を踏まえ、必要に応じて本施策の見直しを行い、変更する場合があります。

　当社は、本施策が継続、廃止又は変更された場合にはその旨、変更の場合は変更内容を速やかに公表しま

す。

（E）本施策の合理性について

　当社は、本施策の継続にあたって、以下の観点から本施策が当社の基本方針に沿うものであり、企業価値、

ひいては株主共同の利益の確保、向上させるものとなると考えております。　

(1) 企業価値、ひいては株主共同の利益の確保、向上の原則　

　本施策は、「株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすような買収」を阻止し、「強圧的な二段階

買収」を防止し、もって企業価値、ひいては株主共同の利益の確保、向上を目的として設計されています。

(2) 事前開示、株主意思の原則

　本施策は、定時株主総会において、株主の皆様の賛否を確認するものとし、当社取締役会は、出席株主の

皆様の議決権の過半数のご承認を得ることですすめられるものであり、ご承認を得ることができない場

合は、速やかに本施策を廃止するものとしており、株主の皆様のご意思が反映される仕組みになっており

ます。

　また、本施策の継続に際して、その目的・具体的な内容、本施策の効果を具体的に明示しております。さ

らに当社取締役会として、「企業価値を生み出す源泉は何か」「企業価値を高める具体的経営戦略はど

のようなものか」をアピールし、もって株主の皆様、従業員、取引先、債権者、地域社会その他のいわゆる

ステークホルダー全体の利益の確保、向上となる経営戦略のより深いご理解を促していくものでありま

す。

(3) 必要性・相当性確保の原則

　本施策における大規模買付ルールの内容ならびに大規模買付対抗措置の内容及び発動要件は、当社グ

ループの企業価値、ひいては株主共同の利益の確保、向上という目的に照らして合理的であり、且つ株主

平等の原則、財産権の保護に反するものではありません。また、当社グループの企業価値、ひいては株主共

同の利益の確保、向上に資するような大規模買付行為までも不当に制限するものではないと考えており

ます。

　さらに、本施策では、当社取締役会の判断の客観性・合理性を担保するため、独立委員会を設置します。

これは本施策の運営に際し、一層の客観性を確保し、より株主共同の利益につながると考えたからであり

ます。また、独立委員会の判断、決定の概要については、株主の皆様に公表することとされており、本施策

の運営は透明性をもって行われます。
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(4) デッドハンド型買収防衛策ではないこと

　本施策は、「本施策の有効期間ならびに継続、廃止及び変更」にて記載のとおり、当社取締役会の決定に

よって本施策を廃止することができるものとされており、当社の株主が株主総会にて当社取締役を指名

する権利を得ることのできる株数を買い付けることにより、株主総会で選任された取締役で構成される

当社取締役会において本施策を廃止することが可能です。従いまして、本施策はデッドハンド型買収防衛

策（取締役会の構成員の過半数を交代させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。

　

(5) 株主・投資家に及ぼす影響について

a.大規模買付ルールが株主・投資家に与える影響等

　大規模買付ルールは、株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断するために必要な情報や、現

に当社の経営を担っている当社取締役会の意見を提供し、さらには、株主の皆様が代替案の提示を受ける

機会を保証することを目的としております。これにより、株主の皆様は、十分な情報のもとで、大規模買付

行為に応じるか否かについて適切な判断をすることが可能になり、そのことが当社株主共同の利益の確

保につながると考えます。

　従いまして、大規模買付ルールの設定は当社株主及び投資家の皆様が適切な投資判断を行う上での前提

となるものであり、当社株主及び投資家の皆様の利益に資するものであると考えております。

　なお、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守するか否かにより、大規模買付行為に対する当社の対応

が異なる可能性がありますので、株主及び投資家の皆様におかれましては、大規模買付者の動向にご注意

ください。

b.大規模買付対抗措置の発動が株主及び投資家に及ぼす影響

　当社取締役会は、当社の企業価値、ひいては株主共同の利益を守ることを目的として、会社法その他の法

律及び当社定款により認められる対抗措置を講じることがありますが、当該対抗措置の仕組み上、株主の

皆様（大規模買付者を除く）が法的権利及び経済的側面において格別の損失を被るような事態が生じる

ことは想定していません。当社取締役会が具体的対抗措置を講じることを決定した場合には、法令及び証

券取引所規則に従って適時開示します。

　対抗措置として新株予約権無償割当を行うことを決定した場合には、当社は割当に係る基準日を公告

し、当該基準日における最終の株主名簿又は実質株主名簿に記載された株主に対し、その所有株式数に応

じて新株予約権が割当てられるため、名義書換未了の株主の方におかれましては、速やかに株式の名義書

換手続きを行っていただく必要があります。

　なお、株主の皆様が新株予約権を行使される場合には、当社取締役会が別途定める権利行使期間内に一

定の金額の払込を完了していただく必要があります。ただし、当社が新株予約権を当社株式と引き換えに

取得できる旨の条項を適用した場合には、取得の対象となる新株予約権を保有する株主は金銭の払込を

することなく、当社取締役会が別途定める日をもって、新株予約権と引き換えに当社株式を受領すること

になります。（なお、この場合、かかる株主には別途、特定株主グループに属するものではないこと等を誓

約する当社所定の書面をご提出いただくことがあります。）　

　また、新株予約権無償割当を行うことを決定した場合には、当社株式の価格が少なからず変動すること

もありますので、株主の皆様におかれましては十分ご注意ください。

　また、当社取締役会の決定により新株予約権の無償割当の中止又は無償取得をする場合には、一株当り

の株式価値の希薄化は生じませんので、新株予約権無償割当を受けるべき株主が確定した後において、売

買を行った投資家の皆様は、株価の変動により相応の損害を被る可能性があります。

　大規模買付者については、当該大規模買付行為が当社の企業価値若しくは株主共同の利益を著しく毀損

すると判断される場合には、対抗措置が講じられることにより、結果的にその法的権利又は経済的側面に

おいて不利益が発生することがあります。本施策の公表は、大規模買付者が、大規模買付ルールに違反す

ることがないように予め注意を喚起するものであります。

④　上記③の取組みについての取締役会の判断

イ．当該取組みが基本方針に沿うものであること

　本施策は、上記のとおり、大規模買付者が従うべき大規模買付ルールと、大規模買付行為に対して当社がとり

うる大規模買付対抗措置から構成されており、上記①記載の基本方針に沿うものであると考えております。

ロ．当該取組みが当社の株主の共同の利益を損なうものではないこと

　本施策は、株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断するために必要な情報や、現に当社の経営を

担っている当社取締役会の意見を提供し、さらには、株主の皆様が代替案の提示を受ける機会を保証すること

を目的としており、これにより、株主の皆様は、十分な情報のもとで、大規模買付行為に応じるか否かについて

適切な判断をすることが可能になり、株主共同の利益を損なうものではなく、むしろ、株主共同の利益の確保に

つながるものであると考えております。

ハ．当該取組みが当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないこと

　本施策においては、大規模買付対抗措置の発動の要件として、客観的かつ合理的な要件を定めており、発動の

要件に該当するか否かの判断に当社取締役会の恣意的判断の介入する余地を極力排除するものとなっており
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ます。また、当社取締役会が、大規模買付対抗措置の発動要件を満たしていると判断し、具体的な大規模買付対

抗措置の発動を決議するにあたっては、独立委員会に対して対抗措置を講ずることの是非について諮問し、独

立委員会の意見、勧告を最大限尊重し、また、外部専門家の助言を得た上で、決議を行うこととするなど、当社取

締役会の判断の客観性・合理性を担保する措置が講じられているものと考えております。 

 

(5）研究開発活動

　　当第2四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、41,315千円であります。なお、当第2四半

期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(6）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当社グループの主力製品であるレギュラーコーヒーの主原料であるコーヒー生豆は国際商品であります。わが国

ではその全量が輸入であるため、レギュラーコーヒーの生産コストはコーヒー生豆相場と為替相場の変動による影

響を受けております。コーヒー生豆相場と為替相場の変動による生産コストの変動につきましては、製品・商品の

販売価格に連動させて適正な利益を確保することに努めるとともに、需要予測に基づいたコーヒー生豆の予約買付

けを活用するなど、悪影響の軽減に努めております。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

 

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

 

　当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ユニカフェ(E00505)

四半期報告書

13/36



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

 

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数（株）
(平成21年３月31日)

提出日現在発行数（株）
(平成21年５月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,869,200 6,869,200
東京証券取引所

（市場第一部）

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は100株であります。

計 6,869,200 6,869,200 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

 

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年1月1日～

平成21年3月31日
－ 6,869,200 － 2,711,500 － 2,898,600
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（５）【大株主の状況】

 平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

大武　浩幸 東京都文京区 832,400 12.12

ワタル株式会社 東京都港区西新橋2-11-9 748,800 10.90

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口4G）
東京都中央区晴海1-8-11 218,200 3.18

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町1-2-1 199,000 2.90

ユニカフェドリーム会 東京都港区西新橋2-11-9 166,390 2.42

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町1-1-5 162,500 2.37

美鈴コーヒー株式会社 東京都千代田区神田司町2-15 156,000 2.27

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内2-3-1 156,000 2.27

ワタル不動産株式会社 東京都港区西新橋2-11-9 126,800 1.85

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内1-6-6日本生命証券

管理部内
115,030 1.67

計  2,881,120 41.94

 

EDINET提出書類

株式会社ユニカフェ(E00505)

四半期報告書

15/36



（６）【議決権の状況】

 

①【発行済株式】

 平成21年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　    24,300
－ 単元株式数　　100株

完全議決権株式（その他） 普通株式　 6,659,500 66,595単元株式数　　100株

単元未満株式 普通株式　   185,400 －
１単元（100株）

未満の株式

発行済株式総数 6,869,200 － －

総株主の議決権 － 66,595 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が200株含まれております。また、「議決権

の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数2個が含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成21年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社ユニカフェ

東京都港区西新橋

2-11-9
24,300 － 24,300 0.35

計 － 24,300 － 24,300 0.35

 

２【株価の推移】

 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
10月

11月 12月
平成21年
１月

２月 ３月

最高（円） 1,269 1,220 1,198 1,169 1,138 1,100

最低（円） 940 1,109 1,100 1,096 1,053 987

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】
 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成21年１月１日から平

成21年３月31日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年10月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、優成監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 746,583 1,189,752

受取手形及び売掛金 4,750,766 6,354,716

有価証券 ※1
 37,760 212,279

商品 94,258 79,297

製品 182,218 190,004

原材料 366,849 355,742

仕掛品 26,534 36,071

貯蔵品 3,535 3,907

繰延税金資産 121,211 59,532

その他 ※1
 403,185 404,012

貸倒引当金 △42,818 △65,925

流動資産合計 6,690,085 8,819,391

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 5,264,815 5,348,841

減価償却累計額 △1,427,524 △1,345,527

減損損失累計額 △431,251 △354,546

建物及び構築物（純額） 3,406,039 3,648,768

機械装置及び運搬具 3,242,894 3,329,497

減価償却累計額 △2,494,738 △2,470,575

減損損失累計額 △195,482 △215,664

機械装置及び運搬具（純額） 552,673 643,257

土地 1,729,525 1,729,525

建設仮勘定 24,127 －

その他 297,761 312,320

減価償却累計額 △189,561 △189,470

減損損失累計額 △21,192 △19,432

その他（純額） 87,007 103,416

有形固定資産合計 5,799,373 6,124,968

無形固定資産

その他 97,532 115,311

無形固定資産合計 97,532 115,311

投資その他の資産

投資有価証券 1,336,951 1,665,014

破産更生債権等 3,687,982 2,255,685

繰延税金資産 1,264,672 1,307,877

その他 386,423 398,807

貸倒引当金 △2,300,347 △2,118,945
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年９月30日)

投資その他の資産合計 4,375,681 3,508,439

固定資産合計 10,272,587 9,748,719

資産合計 16,962,672 18,568,111

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,581,819 3,672,031

短期借入金 6,277,466 6,043,296

1年内返済予定の長期借入金 152,272 405,632

未払法人税等 18,979 10,703

賞与引当金 75,365 107,037

店舗閉鎖損失引当金 28,836 283,428

その他 962,560 698,817

流動負債合計 11,097,298 11,220,947

固定負債

長期借入金 62,290 743,476

役員退職慰労引当金 103,035 137,436

負ののれん 108,015 121,397

その他 34,263 25,359

固定負債合計 307,604 1,027,669

負債合計 11,404,903 12,248,617

純資産の部

株主資本

資本金 2,711,500 2,711,500

資本剰余金 2,898,600 2,898,600

利益剰余金 273,816 802,944

自己株式 △38,012 △37,240

株主資本合計 5,845,904 6,375,803

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △134,757 △13,504

繰延ヘッジ損益 △166,977 △143,208

為替換算調整勘定 △51,058 667

評価・換算差額等合計 △352,793 △156,045

少数株主持分 64,658 99,736

純資産合計 5,557,769 6,319,494

負債純資産合計 16,962,672 18,568,111
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 10,624,703

売上原価 8,656,584

売上総利益 1,968,118

販売費及び一般管理費 ※1
 1,925,898

営業利益 42,219

営業外収益

受取利息 1,961

受取配当金 1,670

負ののれん償却額 13,488

受取家賃 32,388

その他 10,492

営業外収益合計 60,000

営業外費用

支払利息 56,446

有価証券運用損 56,344

デリバティブ評価損 39,947

持分法による投資損失 69,011

貸倒引当金繰入額 155,000

その他 80,172

営業外費用合計 456,922

経常損失（△） △354,701

特別利益

貸倒引当金戻入額 7,161

投資有価証券売却益 2,300

特別利益合計 9,461

特別損失

固定資産除却損 ※2
 1,820

投資有価証券評価損 105,707

減損損失 19,488

特別損失合計 127,016

税金等調整前四半期純損失（△） △472,256

法人税、住民税及び事業税 5,852

法人税等調整額 △2,160

法人税等合計 3,692

少数株主損失（△） △23,419

四半期純損失（△） △452,529
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 5,230,405

売上原価 4,256,407

売上総利益 973,998

販売費及び一般管理費 ※1
 917,031

営業利益 56,966

営業外収益

受取利息 1,116

負ののれん償却額 6,744

受取家賃 16,194

その他 4,712

営業外収益合計 28,767

営業外費用

支払利息 27,036

有価証券運用損 △8,463

デリバティブ評価損 △47,497

持分法による投資損失 82,689

貸倒引当金繰入額 155,000

その他 47,100

営業外費用合計 255,864

経常損失（△） △170,129

特別利益

貸倒引当金戻入額 △232

投資有価証券売却益 2,300

特別利益合計 2,068

特別損失

固定資産除却損 ※2
 1,799

投資有価証券評価損 △9,186

減損損失 19,488

特別損失合計 12,101

税金等調整前四半期純損失（△） △180,163

法人税、住民税及び事業税 3,952

法人税等調整額 △55

法人税等合計 3,897

少数株主損失（△） △2,932

四半期純損失（△） △181,128
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △472,256

減価償却費 189,391

減損損失 19,488

負ののれん償却額 △13,488

貸倒引当金の増減額（△は減少） 158,295

賞与引当金の増減額（△は減少） △31,672

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △34,401

受取利息及び受取配当金 △3,631

支払利息 56,446

持分法による投資損益（△は益） 69,011

固定資産除却損 1,820

有価証券運用損益（△は益） 56,344

投資有価証券売却損益（△は益） △4,059

投資有価証券評価損益（△は益） 105,707

デリバティブ評価損益（△は益） 39,947

売上債権の増減額（△は増加） 150,459

たな卸資産の増減額（△は増加） △11,979

仕入債務の増減額（△は減少） △60,873

未払消費税等の増減額（△は減少） 14,556

その他 13,058

小計 242,163

利息及び配当金の受取額 6,572

利息の支払額 △60,106

法人税等の支払額 △8,587

営業活動によるキャッシュ・フロー 180,041

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △46,300

有価証券の取得による支出 △156,327

投資有価証券の取得による支出 △4,189

投資有価証券の売却による収入 2,464

保険積立金の解約による収入 92,487

貸付金の回収による収入 5,520

その他 △21,056

投資活動によるキャッシュ・フロー △127,401
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（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成21年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 542,550

長期借入金の返済による支出 △934,546

自己株式の取得による支出 △771

配当金の支払額 △86,120

財務活動によるキャッシュ・フロー △478,888

現金及び現金同等物に係る換算差額 △16,920

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △443,169

現金及び現金同等物の期首残高 1,189,752

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 746,583
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】
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当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項

の変更

（1）連結の範囲の変更

当第２四半期連結会計期間より、ビジネス・エグゼクティブ・キャリア・カン

ファレンス株式会社は新たに設立したため、連結の範囲に含めております。

（2）変更後の連結子会社の数

　　 ６社　 

２．持分法の適用に関する事

項の変更

持分法適用関連会社

 　①持分法適用関連会社の変更

  当第２四半期連結会計期間より、PHILIPPINE-JAPAN COFFEE HOLDING CO.は重要性

が増したため、持分法適用の範囲に含めております。また、大連欧米奇??有限公司

は、当社が所有する株式の一部を売却したことにより、持分法適用の関連会社より除

外しております。

　 ②変更後の持分法適用関連会社の数

　５社 

３．会計処理基準に関する事

項の変更

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

たな卸資産

通常の販売目的で所有するたな卸資産については、従来、主として総平均法による

原価法によっておりましたが、第１四半期連結会計期間より、「たな卸資産の評価に

関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）が適用されたことに

伴い、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切り下げの方法）により算定しています。この変更による影響は軽微で

あります。

 （2）「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適

用

第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処

理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用し、連

結決算上必要な修正を行っております。この変更による影響はありません。

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

 （3）リース取引に関する会計基準の適用

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引にかかる方

法に準じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業

会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日

改正））および「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３

月30日改正））が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財

務諸表から適用することができることになったことに伴い、第１四半期連結会計期間

からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引にかかる会計処理によっておりま

す。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方

法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお

ります。

なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しており

ます。この変更による影響はありません。

 

【表示方法の変更】
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当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

１．連結損益計算書関係 　前連結会計年度まで営業外収益で掲記していました「有価証券売却益」、「有価証券評

価益」及び営業外費用で掲記していました「有価証券売却損」、「有価証券評価損」は

表示上の明瞭性を高める観点から、当連結会計年度より、営業外収益及び営業外費用で

「有価証券運用益」、または「有価証券運用損」において表示しております。

　なお、当第２四半期連結累計期間の営業外費用の「有価証券運用損」に含めた「有価証

券評価益」は47,467千円、「有価証券売却損」は103,811千円であります。
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【追加情報】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

１．有形固定資産の耐用年数

の変更

　当社の機械装置については、従来、耐用年数を９年としておりましたが、財務省令第32

号「減価償却資産の耐用年数等に関する省令の一部を改正する省令」が平成20年４月

１日以後開始する連結会計年度から適用することができることになったことに伴い、経

済的耐用年数を見直した結果、第1四半期連結会計期間より耐用年数を10年に変更して

おります。

　これにより、営業利益、経常損失及び税金等調整前四半期純損失に与える影響は軽微で

あります。

 

【簡便な会計処理】

 

当第２四半期連結累計期間（自平成20年10月１日　至平成21年３月31日）

会計処理の方法における簡便な方法の採用

（法人税の計上基準）

　税金費用の計上基準については、法定実効税率を用いる等の簡便な方法により計算しております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 

当第２四半期連結累計期間（自平成20年10月１日　至平成21年３月31日）

記載すべき重要な事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年３月31日）

※１．担保に供している資産

（1）有価証券       11,950千円

（2）預け金       158,440千円

 計　      170,390千円　

上記に対応する債務

（3）短期借入金        14,916千円　

（4）借入有価証券        165,049千円　

 計        179,965千円

（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

※１．販売費及び一般管理費の主な内訳

給料賞与      353,051千円

役員報酬       62,312千円

賞与引当金繰入額       41,349千円

役員退職慰労引当金繰入額      4,268千円

荷造運送費      224,263千円

減価償却費       77,310千円

地代家賃      198,636千円

研究開発費       91,517千円

※２．固定資産除却損の内訳　　　　　　　

建物及び構築物   1,392千円

機械装置及び運搬具   21千円

その他   407千円

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

※１．販売費及び一般管理費の主な内訳

給料賞与      169,959千円

役員報酬       29,009千円

賞与引当金繰入額       14,257千円

役員退職慰労引当金繰入額      2,273千円

荷造運送費      102,861千円

減価償却費       32,979千円

地代家賃       98,722千円

研究開発費       41,315千円

※２．固定資産除却損の内訳　　　　　　　

建物及び構築物   1,392千円

その他   407千円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年３月31日現在）

現金及び預金勘定       746,583千円

現金及び現金同等物       746,583千円

 

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年３月31日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成20年10月１日　至　

平成21年３月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期

連結会計期間末

　普通株式(株) 6,869,200

 

２．自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期

連結会計期間末

　普通株式(株) 24,380

 

３．配当に関する事項

    配当金支払額 

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年12月19日

定時株主総会
普通株式 85,568 12.5平成20年９月30日平成20年12月22日利益剰余金

４．株主資本の金額に著しい変動

　当社は当第2四半期連結累計期間において452,529千円の四半期純損失を計上いたしました。また、剰余金の配

当85,568千円を行ったことなどにより、当第2四半期連結会計期間末において利益剰余金が前連結会計年度末

と比べて529,127千円減少し、当第2四半期連結会計期間末における株主資本は5,845,904千円となっておりま

す。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

 

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）

 
コーヒー
関連事業
（千円）

飲食関連
事業
（千円）

コーヒー関連
以外の仕入商
材販売事業
（千円）

その他の
事業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高                             

(1）外部顧客に対する売上高 4,166,449528,151495,11240,6925,230,405 － 5,230,405

(2）セグメント間の内部売上高 14,011 403 － 32,323 46,738△46,738 －

計 4,180,460528,555495,11273,0155,277,143△46,7385,230,405

営業利益又は営業損失（△） 25,794 11,433 4,943 14,783 56,954 11 56,966

 

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年10月１日　至　平成21年３月31日）

 
コーヒー
関連事業
（千円）

飲食関連
事業
（千円）

コーヒー関連
以外の仕入商
材販売事業
（千円）

その他の
事業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高                             

(1）外部顧客に対する売上高 8,376,9351,048,1851,122,44777,13410,624,703 － 10,624,703

(2）セグメント間の内部売上高 34,279 1,562 － 60,307 96,148△96,148 －

計 8,411,2141,049,7471,122,447137,44110,720,851△96,14810,624,703

営業利益又は営業損失（△） 24,664△11,744 10,058 19,244 42,222 △2 42,219

　（注）(1）事業区分の方法

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

(2）各区分に属する主要な事業の内容

コーヒー関連事業　　　　　　　　　　　レギュラーコーヒーの製造販売、喫茶関連食品等の仕入販売

飲食関連事業　　　　　　　　　　　　　飲食店の経営

 　　　　　 コーヒー関連以外の仕入商材販売事業　　食品スーパーマーケットへの食品・商材等の仕入販売

　　　　　　その他の事業　　　　　　　　　　　　　パルプモールド製品の製造販売　　　　　　　　　　　　　

(3) 会計処理の方法の変更

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１．（1）に記載のとおり、第１四半

期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適

用しております。この変更による影響は軽微であります。　

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１．（2）に記載のとおり、第１四半

期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対

応報告第18号　平成18年５月17日）を適用しております。この変更による影響は軽微であります。
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【所在地別セグメント情報】

 

当第２四半期連結会計期間（自平成21年１月１日　至平成21年３月31日）及び当第２四半期連結累計期間（自

平成20年10月１日　至平成21年３月31日）

　全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合がいずれも90％を超えているため、記載を省略してお

ります。

【海外売上高】

 

当第２四半期連結会計期間（自平成21年１月１日　至平成21年３月31日）及び当第２四半期連結累計期間（自

平成20年10月１日　至平成21年３月31日）

　海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。

（リース取引関係）

 

　当第２四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないた

め、記載しておりません。
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（有価証券関係）

 

　その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価（千円）
四半期連結財務諸表計上額

（千円）
差額（千円）

株式   364,673 255,538     △109,135

債券 8,470 8,470 －

その他 108,773 74,484 △34,289

計 481,917 338,492 △143,425

（注）当第２四半期連結会計期間において、有価証券（その他有価証券で時価のある株式）について105,707千

円減損処理を行っております。なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上

下落した場合には減損処理を行っております。

 

（デリバティブ取引関係）
 
　通貨関連

区分 種類
当第２四半期連結会計期間末（平成21年３月31日）

契約額等
（千円）

契約額等のうち１年超
（千円）

時価
（千円）

評価損益
（千円）

市場取引以外の

取引

オプション取引                 

売建                 

米ドル 555,291 － △21,848 △21,848

買建                 

米ドル 555,291 － 24,353 24,353

合計 1,110,582 － 2,505 2,505

　（注）１．時価の算定方法

取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。

（ストック・オプション等関係）
 

　記載すべき重要な事項はありません。
 

（１株当たり情報）
 

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年３月31日）

前連結会計年度末
（平成20年９月30日）

１株当たり純資産額 802.52円 １株当たり純資産額 908.59円

（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
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当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

純資産の部の合計額（千円） 5,557,769 6,319,494

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 64,658 99,736

（うち少数株主持分） 64,658 99,736

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 5,493,111 6,219,757

期末の普通株式の数（株） 6,844,820 6,845,510

２．１株当たり四半期純損失金額等

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり四半期純損失金額 △66.11円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、潜在株式が存在し

ないため、記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 △26.46円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、潜在株式が存在し

ないため、記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり四半期純損失金額   

四半期純損失（△）（千円） △452,529 △181,128

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △452,529 △181,128

期中平均株式数（株） 6,845,103 6,844,917

（重要な後発事象）

 

該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年５月15日

株式会社ユニカフェ

取締役会　御中

優成監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 加藤　善孝　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 小松　亮一　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ユニカフェ

の平成20年10月１日から平成21年９月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年１月１日から平成21

年３月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年10月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ユニカフェ及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。       

　      ２ 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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